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要 約   

有機リン系殺虫剤である「EPN」（CAS No．2104－64－5）について、各種試験成績  

等を用いて食品健康影響評価を実施した。   

評価に供した試験成績は、動物体内運命（ラット）、植物体内運命（だいず、水稲  

及びねぎ）、土壌中運命、水中運命、土壌残留、作物等残留、急性毒性（ラット及び  

マウス）、亜急性毒性（ラット、マウス、イヌ及びニワトリ）、慢性毒性（ラット及び  

イヌ）、慢性毒性／発がん性併合（ラット）、発がん性（マウス）、2世代繁殖（ラット）、  

発生毒性（ラット及びウサギ）、遺伝毒性試験等である。   

試験結果から、EPN投与による影響は主に赤血球ChE活性阻害であった。発がん性、  

繁殖能に対する影響、催奇形性及び生体において問題となるような遺伝毒性は認めら  

れなかった。   

各試験で得られた無毒性量の最小値は、ラットを用いた2年間慢性毒性／発がん性併  

合試験の0．14m皇位g体重／日であったことから、これを根拠として安全係数100で除  

した0．0014mg／kg体重／目を一日摂取許容量（ADI）と設定した。  
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Ⅰ，評価対象農薬の概要  

1．用途  

殺虫剤  

2．有効成分の一般名  

和名：EPN  

英名：EPN（ISO名）  

3．化学名   

ImC  

和名：α土チル＝α4蠣ニトロフェニル＝フェニルホスホノチオアート  

英名‥OethylO4－nitrophenylphenylphosphonothioate   

CAS（No．2104－64－5）  

和名：α干チ／レ＝α（4－ニトロフェニル）＝フェニルホスホノチオアート  

英名‥OethylC［（4－nitrophenyl）phenylphosphonothioate  

4．分子式  

C14H14NO4PS  

5．分子量  

323．31  

6．構造式  

S ∈㌻P－。②NO2  
0CH2CH3  

7．開発の経緯   

EPNは、米国デュポン社によって1949年に開発された有機リン系殺虫剤であり、  

我が国では1951年にデュポン社よりEPN水和剤が輸入された。作用機構は他の有  

機リン系殺虫剤と同様に、アセチルコリンエステラーゼ仏ChE）活性を阻害する   

ことにより、殺虫活性を発揮するものと考えられている。今回、日産化学工業株式  

会社より農薬取締法に基づく適用拡大申請（かんしょ）及び魚介類への残留基準値   

の設定が申請されている。   



Ⅱ．安全性に係る試験の概要   

各種運命試験（Ⅱ．ト4）は、EPNのリン原子に直結したフェニル基の炭素を14C   

で均一に標識したもの（bph－14C】EPN）、4－ニトロフェノールのフェニル基の炭素   

を均一に標識したもの（【叩h－14C】EPN）を用いて実施された。放射能濃度及び代謝  

物濃度は特に断りがない場合はEPNに換算した。代謝物／分解物略称及び検査値等   

略称は別紙1及び2に示されている。  

1．動物体内運命試験  

く1）血中濃度推移  

SDラット（一群雌雄各5匹）に【pph－14C］EPNを低用量（雄：0．8mg此g体重、   

雌：0．3mg／kg体重）または高用量（雄：30mg倣g体重、雌：15mg瓜g体重）   

で単回経口投与し、血中濃度推移について検討された。  

血祭中放射能濃度推移は表1に示されている。最高濃度到達時間 什max）は低   

用量群で12時間、高用量群で6時間であった。いずれの投与群でも、雌の方が   

雄より減衰速度が緩やかであった。（参照10）  

表1血兼中放射能濃度推移  

g     ′     194  ■   12   与群  低用量  高用量  画r  雄 i  雌  雄  雌  （時間）  12   更  12  6  6  適）  032      009       8  （時間）      62．8   
（2）排泄①  

SDラット（一群雌雄各5匹）にbph－14C］lEPNを低用量または高用量で単回経   

口投与、あるいは低用量で反復経口（非標識体を14日間投与後、bph－14C］EPN   

を単回経口投与）して、排泄試験が実施された。  

試験終了時の尿及び糞中排泄率は表2に示されている。  

試験終了時までに総投与放射能（TAR）の77％以上が糞及び尿から回収された。   

高用量単回投与群の雌を除いて、主要排泄経路は尿中であった。（参照10）  

表2 試験終了時の尿及び糞中排泄率（％mR）  

投与群   低用量単回  高用量単回  低用量反復   

性別   雄  雌  雄  雌  雄  雌   

試料   尿  糞  尿  糞  尿  糞  尿  糞  尿  糞  尿  糞   

試験 た  51．0  3b．6  42．2  37，3  42、7  34．6  31．5  46．0  59．0  25．6  67．9  17．5   
終了時  

★：低用量単回投与群の雄では投与後120時間、雌では投与後144時間、高用量単回投与群の雌雄では投   

与後168時間、低用量反復投与群の雌雄では投与後96時間で試料を採取した。  
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（3）排泄②  

SDラット（一群雄5匹）にbph－14C］EPNを低用量（0．3mg瓜g体重）または   

高用量（15mg／kg体重）で単回経口投与、あるいは低用量で反復経口投与（非標   

識体を14日間投与後、bph－14C］EPNを単回経口投与）して、排泄試験が実施さ   

れた。  

試験終了時の尿及び糞中排泄率は表3に示されている。  

いずれの投与群においても試験終了時までに73％TAR以上が排泄された。主要   

排泄経路は尿中であった。（参照11）  

表3 試験終了時の尿及び糞中排泄率（％mR）  

低用量  高用量  低用量反復投与   

試料   尿   糞   尿   糞   尿   糞   

試験終了日㌢   49．4   23．8   47．2   34．2   62．0   21．2   

★：低用量群では投与後168時間、高用量群及び低用量反復投与群では投与後96時間で試料を採取した。  

（4）胆汁中排泄   

胆管カニューレを装着したWistarラット（一群雌雄各4匹）にbph－14C］EPN   

を低用量で単回経口投与し、胆汁中排泄試験が実施された。  

投与後24時間の胆汁、尿及び糞中排泄率は表4に示されている。   

胆汁中排泄率は尿及び糞と比較すると非常に低く、有意な排泄経路ではないこ   

とが確認された。  

胆汁中排泄率が非常に少ないため、吸収率は尿中排泄率とほぼ同等であると考   

えられ、尿中排泄率とケージ洗浄液から推定すると45～80％程度であった。（参   

照11）  

表4 投与後封時間の月駐十、尿及び糞中排泄率（％TAR）  

性別   雄  雌   

試料   胆汁   尿   糞   胆汁   尿   糞   

排泄率   1．9   13．9   19．4   2．3   6．7   12．6   

（5）体内分布①   

排泄試験①【1．（2）】で使用したラットを用いて体内分布試験が実施された。  

主要組織における残留放射能濃度は表5に示されている。  

低用量単回投与群では雌雄とも肝臓、肺等で残留放射能濃度が高く、低用量反復   

投与群でも同様の傾向が認められた。高用量単回投与群では、肝臓及び肺の他に   

腎臓等でも比較的高い値が認められた。（参照10）   



表5 主要組織における残留放射能濃度（ト舶）  

投与群  性別   組織中残留放射能濃度   

低用量単回   
雄  月刊献0．46）、月利0．26）、腎臓：0．02）、脂肪吼008）、心蹴0．004）、全血わ．004）  

雌  月硯0．16）、月利0．06）、腎臓わ．006）、脂肪わ．001）、全血わ．001）   

雄  月刊献1．42）、肺わ．41）、腎臓わ．41）、′†瑚紬．2白）、脂肪吼16）、月副0．11）、全血わ．09）  

高用量単回       雌  月刊献1．50）、肺（0．50）、腎臓0．3㊥、脂肪わ．21）、全血わ．11）   
雄  月刊献0．56）、月利0．12）、醜．〔略）、脂肪（0．02）、全血わ．01）  

低用量反復       雌  月二捕鯨）．34）、肺わ．0ウ、潮．01）、全血（0．004）   
★：低用量単回投与群の雄では投与120時間後、雌では投与144時間後、高用量単回投与群の雌雄で   

は投与168時間後、低用量反復投与群の雌雄では投与96時間後に試料を採取した。  

（6）体内分布②  

排泄試験②【1．（3）］で使用した雄ラットを用いて体内分布試験が実施された。  
主要組織における残留放射能濃度は表6に示されている。  

低用量単回投与群では肝臓、骨髄及び肺等で残留放射能濃度が高く、低用量反復   

投与群でも同様の傾向が認められた。高用量単回投与群では、肝臓及び肺で高い   

値が認められ、骨髄から残留放射能は検出されなかった。（参照11）  

表6 主要組織における残留放射能濃度（ト咤拍）  

投与群   組織中  、能濃度   

月刊献0．09）、骨髄（0．06）、肺わ．04）、脂肪（0，008）、腎月掛0．004）、骨わ．001）、脳わ．001）、生  

低用量単回     殖腺（0．001）1ノL励．001）、筋肉わ．001）、血液ko．001）   
高用量単回  月刊献2．47）、肺わ．94）、腎臓0．69）、脂肪わ．41）、生殖腺（0．1白）、血液（0．14）   

低用量反復  月刊献0．28）、骨髄隠14）、肺（0．10）、腎月謝0月1）、脂肪わ．004）、血液（0．004）   

☆：低用量単回投与群では投与168時間後、高用量単回投与群及び低用量反復投与群では投与96   

時間後に試料を採取した。  

（7）代謝物同定・定量  

排泄試験①【1．（2）】における投与後72時間の雄の尿及び糞、排泄試験②【1．（3）】に   

おける投与後72時間の雌の尿及び糞、【1．（2）】及明1．（3）］における投与後96、144   

及び168時間後の肝臓を用いて、代謝物同定・定量試験を実施した。  

尿、糞及び肝臓中における代謝物は表7に示されている。  

尿中からはC、D及びEが多く検出され、親化合物は検出されなかった。糞中   

からもC、D及びEが比較的多く検出され、少量ではあるが親化合物、F及びK   

も検出された。糞中から検出されたC、D及びEは、尿中と比較するといずれも   

少量であった。肝臓中からは高用量単回経口投与群の雄を除き、雌雄ともEが最   

も多く検出され、次にDが多く検出された。低用量反復投与群及び高用量単回投   

与群の雄のみでBが検出され、各投与群の雄のみでK仰が検出された。  

EPNはラット体内中で速やかに加水分解を受けてEを生成し、一部はFまで   

代謝されると考えられた。他にはオキソン体であるBを生成した後、速やかに加  
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水分解されてCを生成、さらにDにまで代謝される経路が考えられた。また、ニ  

トロ基の還元により生成したアミノ体Kが認められた。（参照12）  

表7 尿、糞及び肝臓中における代謝物（％mR）  

投与量  性別  試料   EPN   代謝物   

尿  E（20．9）、C（17．7）、D（6．7）  

雄  糞   1．5   C（7．3）、D（3．1）、E（1．釦、Ⅹ（0．5）、F（0．2）  

低用量  肝  E（49．9）、D（5．9）、Ⅸ仔☆（26．2）  

単回経口  尿  C（16．7）、E（14．4）、D（7．1）  

雌  糞   3．3   C（7．8）、D（5．3）、K（4．1）、E（1．6）、F（0．7）  

肝  E（66．9）、D（13．8）   

尿  E（23．9）、C（11．4）、D（9．9）  

雄  糞   1．5   C（8．1）、D（6．4）、E（4．1）、K（1．0）、F（0．2）  

高用量  肝  B（28．2）、E（22．2）、D（14．8）、Ⅹ肝★（16．6）  

単回経口  尿  E（6．1）、C（5．3）、D（5．2）  

雌  糞   2．6   C（5．3）、D（4．4）、E（2．6）、K（1．3）、F（0．3）  

肝  E（83．4）   

尿  E（25．3）、C（24．6）、D（9．1）  

雄  糞   0．8   C（7．2）、D（2．5）、E（1．7）、K（0．3）、F（0．1）  

低用量  肝  E（44．4）、D（26．4）、B（4．2）、Ⅸ肝☆（16．5）  

反復経口  尿  C（29．6）、E（25．4）、D（11．4）  

雌  糞   1．3   C（4．9）、D（3．7）、E（0．8）、K（0．8）、Fこ（0．3）  

肝 E（88．3）、D（9．4）   

－：検出されず、★：K及びFの分離が出来なかった  

2．植物休内運命試験  

（1）だいず（む  

水耕液内で生育させた播種3週間後（2～3菓期）のだいず（品種‥ミカワシマ）   

にbph・14C］EPNまたは［nph－14C］EPNを、マイクロシリンジを用いて50膵／葉と   

なるように初生葉の上部表面中央に処理し、植物体内運命試験が実施された。  

処理1、3、7及び14日後における放射能分布は表8に示されている。  

処理1日後の残存量は、処理葉に総処理放射能（mR）の約54％が検出された   

が、他の部位では0．1％mR未満であった。処理14日後の残存量は、処理菓で約   

42％TARであった。他の部位では、bph－14C］EPN処理群で2％TAR未満、  

【nph－14C］EPN処理群では0．5％TAR未満であった。EPNは処理葉に、処理1日   

後に34・0～36・9％TAR、14日後に8．7～11．1％1AR検出されたが、処理後の日数経   

過に伴い葉内部に徐々に移行した。なお、EPN及び代謝物の処理部位からの移行   

は小さいことが示唆された。標識位置による差は認められなかった。  

EPNのだいず葉における主要代謝物として、B、C、D、G及びⅠが検出され   

た。C、D及びIが比較的多く検出されたが（C：7．8％TAR、D：2．9％TAR、Ⅰ：   

2・9％mR）、10％TARを超える代謝物は検出されなかった。（参照13）  
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表8 処理1、3、7及び14日後における放射能分布（％mR）  

部位   
［pph－14C］EPN  【nph－14C］EPN  

1日   3日  7日   14日   1日   3日   7日   14日   

生長点   ND   0．03   0．02   0．05   ND   ND   ND   0．02   

本葉   0．01   0．08   0．27   0．67   0．02   0．03   0．02   0．02   

未処理初生薬  ND   0．02   0．03   0．07   0．01   0．01   0．02   0．03   

処理初生薬   53．8   51．7   47．4   42．2   53．8   48，1   51．7   42．5   

茎及び子葉   0．06   0．2   0．9   1．5   0．02   0．07   0．08   0．1   

根   ND   ND   0．1   0．3   0．01   0．01   0．1   0．2   

水耕液   ND   ND   ND   ND   ND   m   ND   ND   

合計   53．9   52．1   48．8   44．8   53．9   48．2   51．9   42．9   

ND：検出されず  

（2）だいず②   

［pph－14C］EPNまたは［nph－14C］EPNを1mg／mLに調製した水耕液100mLに、   

2～3葉期のだいず（品種：ミカワシマ）の根部を浸した根部処理法による植物体   

内運命試験が実施された。また、子葉のつけ根から、約1cm下の茎に0．3ドCi   

のbph－14C］EPNまたは【nph－14C］EPNを含むアセトン溶液5uL（約0．02mg相   

当量）を、マイクロシリンジにより注入した後、温室内で水耕栽培し、茎注入法   

による植物体内運命試験もあわせて実施された。  

根部処理または茎注入処理における放射能分布は表9に示されている。  

根部処理群では、処理後2日までに根に速やかに吸収され、根における検出量   

は約30～40％TARであった。根より吸収された放射能は主に根に留まったままで   

あったが、一部は徐々に上方へ移行した。特に、bph－14C】EPN処理群では葉へ   

の移行が大きかった。  

茎注入群では、主に処理部位に留まっていたが、一部が徐々に菓や根に移行し   

た。根部処理群と同様に、［pph－14C］EPN処理群の方が葉への移行が大きかった。  

EPNは処理24日後に31．6～40．5％TAR検出され、いずれの処理方法において   

も主に処理部位で認められた。bph・14C］EPN処理群での主要代謝物はCで、処   

理24日後に根部処理群で8．1％TAR、茎注入群で20．1％TAR検出された。一方、  

【nph－14C］EPN処理群では主要代謝物はⅠで、処理24日後に根部処理群で   

1．9％TAR、茎注入群で10．1％TAR検出された。  

だいずにおける主要代謝経路は、親化合物の加水分解（Ⅰの生成）およびチオノ   

チオール転位（Gの生成）を伴うオキソン体の生成（Bの生成）とそれらの加水   

分解（C及びDの生成）であった。（参照14）  
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表9 根部処理または茎注入処理における放射能分布（％mR）  

処理  ［pph－14C］EPN  【nph－14C］EPN 

方法   部位  

葉   0．2  0．3  3．2  6．6  10，7  0，2  0，1  0．5  1．7  1．6  

根部  茎   0．2  0．1  1．5  1．9  2，4  0．2  0．1  1．1  2．6  4．0  

処理  根   0．3  31．0  55．7  60．6  45．9  0．2  40．5  59．3  55．3  56．7  

水耕液  102．7  66．2  37．6  30．9  38．4  108．1  56．5  40．3  36．5  31．2   

葉   0．1  2．0  4．6  22．3  31．3  0．2  0．8  4．2  5．9  9．9  

茎  101．3  96．4  86．4  67．1  51．9  94．6  90．7  81■．8  81．8  77．3  
茎注入                                                根   

2．7  2．6  4．6  5．9  9．4  1．9  1．4  1．8  3．7  2．1  

水排液  0   6．7  6．0  5．5  11．3  0   6．6  5．5  4．7  10．4   

（3）水荊紀）   

水稲（品種：コシヒカリ）の幼穂形成期（播種94日後、移植77日後）に、   

bph－14C］EPNを約0．5mg／mいこなるように調製した処理液10mL（慣行施用量   

675g由血aに準ずる量）を水稲地上部に全面散布し、植物体内運命試験が実施さ   

れた。  

処理45日後の玄米及び稲わら中における放射性残留物の比率は表10に示され   

ている。  

処理45日後の玄米及び稲わらの残留放射能濃度は、それぞれ2．50及び36．O   

mg此gであった。親化合物が、玄米及び稲わらから総残留放射能（TRR）の4．1％   

（0．10mg此g）及び8．7％TRR（3．12mg舷g）検出された。また、主要代謝物と   

してC及びDが、玄米から5．0％TRR（0．12mg此g）及び19．8％TRR（0．50m釘kg）、   

稲わらから14．4％TRR（5．18mg／kg）及び10．1％TRR（3．62mg此g）検出された。   

玄米及び稲わらからは、親化合物や代謝物以外にも放射性残留物が検出されたが、   

これは多数の少量成分からなっており、10％TRRを超える代謝物は認められなか   

った。さらに、玄米の抽出残漆のでんぷん分析により、でんぷん画分に5．1％TRR  

、（0．13mg肱g）が回収され、玄米中の放射能の一部はでんぷんに同化されている   

ことが示唆された。また、稲わらの抽出残漆のリグニン分析により、リグニン画   

分に8．7％TRR（3．12mg此g）が回収され、稲わら中の放射能の一部はリグニン   

に取り込まれていることが示唆された。（参照15）  

表10 処理45日後の玄米及び稲わら中における放射性残留物の比率  

％m（mdkg）  

玄米   稲わら   

親化合物   4．1（0．10）   8．7（3．12）   

B   0．1（0．001）   2．4（0．86）   

C   5．0（0．12）   14．4（5．18）   

D   19．8（0．50）   10．1（3．62）   

E   0．2（0．004）   0．12（0．04）   

H   0．2（0．004）   0．4（0．15）   

K   0．02（0．001）   1．6（0．57）   
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0．2（0．006）   3．9（1．40）  

ND   1．7（0．60）  

54．4（1．36）   40．8（14．7）  

16．1（0．40）   16．1（5．79）   

分   5．1（0．13）  

分  8．7（3．12）  

100（2．50）   100（36．0）   

ND：検出されず、  －：確認を行っていない  

（4）水稲佗）  

水稲（品種：日本晴）の分げつ期（播種65日後、移植45日後）に、【nph－14C］EPN   

を0．45mg／mLになるように調製した処理液10一山を葉に塗布処理し、植物体内   

運命試験が実施された。  

試料は、処理0、14及び28日後に処理葉と無処理葉をそれぞれ採取した。処   

理葉における放射能は、0日後に108％mR、14日後に81．5％TAR、28日後には   

70．8％mRが検出され、経時的な放射能の減少が確認された。無処理葉からは放   

射能は検出されなかった。親化合物は、処理0、14及び28日後にそれぞれ92％TAR、   

6．7及び2．7％TAR検出された。菓において最も多く認められた代謝物は、処理   

28日後にIが4．1％TAR検出され、他にB、H及びKが検出されたがいずれも   

1．5％TAR未満であった。  

水稲における主要代謝経路は、親化合物の酸化によるオキソン体の生成（Bの生   

成）、リン酸エステルの加水分解（C、D、E及びⅠの生成）及びニトロ基の還元（K   

の生成）であった。また、光分解によると思われる酸化が推定された。（参照15）  

（5）ねぎ  

ポット栽培されたねぎ（品種：浅黄系九条太）の播種130日後に、bphこ14C】EPN   

を497～572gaj瓜aとなるように処理液を調製後、筆を用いて葉に塗布処理し、   

植物体内運命試験が実施された。  

試料は処理30日後に地上部を採取した。ねぎ地上部より検出された総残留放射   

能濃度は3．Omg此gであり、表面洗浄画分及び抽出画分中の親化合物が9．5％TRR   

（0．28mg／kg）であった。代謝物は、Cが最も多く検出され、16．8％TRR（0．50   

mg倣g）であった。また、代謝物B、D、E、H及びKが検出されたが、いずれ   

も2％mR未満であった。抽出残溶からは、セルラーゼあるいは塩酸処理で遊離   

したCに関連する成分が検出された他に、植物成分と強固に結合し、セルラーゼ   

あるいは塩酸処理では遊離しない放射性残留成分が存在した。  

ねぎにおける主要代謝経路は、親化合物の酸化によるオキソン体の生成（Bの   

生成）、ニトロ基の還元（Kの生成）及びリン酸エステルの加水分解（C、D及びE   

の生成）であった。また、光分解によると思われる酸化が推定された。（参照16）  
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3．土壌中運命試験  

（1）好気的湛水土壌中運命試験  

bph－14C］EPNを、水深1cmとなるように蒸留水を加えた2種類の国内土壌（火   

山灰・埴壌土：栃木、沖積・埴壌土：埼玉）に1mg瓜gとなるように添加し、30℃、   

暗所で60日間インキュベー卜する好気的湛水土壌中運命試験が実施された。他に、   

湛水条件下で滅菌した火山灰・埴壌土に、1mg／kgとなるようにbph－14C］EPNを   

添加し、30℃、暗所で30日間インキュべ－卜する滅菌湛水土壌中運命試験があ   

わせて実施された。  

EPNの好気的湛水条件における推定半減期は、火山灰・埴壌土で7～15日、沖   

積・埴壌土で3～7日であり、好気的条件下よりも速やかに分解した。親化合物が   

最も多く検出され、分解物としてB、C、E、J、K及びLが検出された。他に、   

アルカリトラップ中からも放射能が検出され、CO2の生成が推測された。火山灰・   

埴壌土において、処理30日後に検出されたEPNは8％TARであったが、滅菌土   

壌を用いた試験では65％TAR検出されたため、微生物分解が大きな要因であるこ  

とが明らかになった。  

土壌中におけるEPNの分解経路は、オキソン体の生成（Bの生成）、ニトロ基   

の還元（Kの生成）及びリン酸エステルの加水分解の及びⅠの生成）であった。   

これらの分解物はより極性の高い分解物を経由してCO2にまで分解されることが   

推察された。（参照17）  

（2）好気的土壌中運命試験  

bph・14C］EPNまたは【nph－14C］EPNを、2種類の国内土壌（火山灰・埴壌土：   

栃木、洪積・埴壌土：愛知）に1mg此gとなるように添加し、30℃、暗所で90   

日間インキエペー卜する好気的土壌中運命試験が実施された。  

EPNの好気的土壌条件における推定半減期は、火山灰・埴壌土で約30日、洪   

積・埴壌土で約90日であり、火山灰・埴壌土での消失が速やかであった。アルカ   

リトラップ中には両標識体処理群ともに放射能が検出され、CO2の生成が推測さ   

れた。アルカリトラップ中から検出された放射能は、【叩h－14qEPN処理群の方   

がbph－14C］EPN処理群より多い傾向であった。  

好気的土壌条件において、両土壌とも親化合物が最も多く検出され、90日後に   

火山灰・埴壌土で33．7～36．5％mR、洪積・埴壌土で53．8～54．1％℃ARであった。   

火山灰・埴壌土からは主要分解物としてD及びⅠが10％mR以上検出され、洪   

積・埴壌土からはDが10％TAR以上検出された。他にはB、C、H、J及びLが   

検出されたが、いずれも3％TAR未満であった。（参照17）  
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（3）土壌吸着試験  

EPNを用いて、4種類の国内土壌（軽埴土：石川及び和歌山、シルト質・埴壌   

土：茨城及び砂質・埴壌土：愛知）についてEPNの土壌吸着試験が実施された。  一
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